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育児・介護休業法 改正内容01

令和4年４月１日から３段階で施行

厚生労働省リーフレットより抜粋

男女とも仕事と育児を両立できるように、産後パパ育休制度の創設や雇用環境整備、
個別周知・意向確認の義務化などの改正を行いました。

令和４年４月１日施行

１ 雇用環境整備、個別の周知・意向確認の措置の義務化

２ 有期雇用労働者の育児・介護休業取得要件の緩和

令和４年１０月１日施行

３ 産後パパ育休（出生時育児休業）の創設

４ 育児休業の分割取得

令和５年４月１日施行

５ 育児休業取得状況の公表の義務化
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育児・介護休業法 改正内容01

令和４年４月１日施行

１ 雇用環境整備、個別の周知・意向確認の措置の義務化

厚生労働省リーフレットより抜粋
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育児・介護休業法 改正内容01

厚生労働省リーフレットより抜粋
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育児・介護休業法 改正内容01

厚生労働省リーフレットより抜粋

２ 有期雇用労働者の育児・介護休業取得要件の緩和
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育児・介護休業法 改正内容01
令和4年４月１日から３段階で施行

厚生労働省リーフレットより抜粋

令和４年１０月１日施行

３ 産後パパ育休（出生時育児休業）の創設

４ 育児休業の分割取得

※3 他の子についての育児休業等の開始により育児休業が終了した場合で、対象の子が死亡したとき等の特別な場合
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育児・介護休業法 改正内容01
改正後のイメージ

厚生労働省リーフレットより抜粋



７

育児・介護休業法 改正内容01
改正後のイメージ

厚生労働省リーフレットより抜粋
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育児・介護休業法 改正内容01
令和4年４月１日から３段階で施行

※1 産後パパ育休（出生時育児休業）の申出期限は原則２週間前までですが、労使
協定で次の①～③を定めることにより、現行の育児休業の申出期限と同様に１か月
前までとすることができます。

２頁の①～④ と

⚫ 育児休業の申出をした労働者の育児休業の取得が円滑に行われるようにす
るための業務の配分又は人員の配置に係る必要な措置

① 次に掲げる措置のうち、２以上の措置を講ずること。

② 育児休業の取得に関する定量的な目標を設定し、育児休業の取得の促進に
関する方針を周知すること。

③ 育児休業申出に係る当該労働者の意向を確認するための措置を講じた上で
その意向を把握するための取組を行うこと。（法律を上回る取組）



９

育児・介護休業法 改正内容01
令和4年４月１日から３段階で施行

厚生労働省リーフレットより抜粋

※2 産後パパ育休（出生時育児休業）中の就業

① 労働者が就業してもよい場合は、事業主にその条件を申し出
② 事業主は、労働者が申し出た条件の範囲内で候補日・時間を提示（候補日等

がない場合はその旨）
③ 労働者が同意
④ 事業主が通知

● 具体的な手続きの流れ

● 就業可能日等の上限

⚫ 休業期間中の所定労働日・所定労働時間の半分
⚫ 休業開始・終了予定日を就業日とする場合は当該日の所定労働時間数未満

例）所定労働時間が１日８時間、１週間の所定労働日が５日の労働者が
休業２週間・休業期間中の所定労働日１０日・休業期間中の所定労働時間が８０時間の場合

⇒ 就業日数上限５日、就業時間上限４０時間、休業開始・終了予定日の就業は８時間未満
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育児・介護休業法 改正内容01

厚生労働省リーフレットより抜粋

令和５年４月１日施行

５ 育児休業取得状況の公表の義務化
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企業事例02

■ A社 （社員２名、パート３名の障がい者就労支援事業所）

ハイパフォーマー社員が配偶者の産後うつにより配偶者の実家の近隣
へ引っ越すことを希望し、退職。

退職後の引継ぎのために新入社員２名雇用。

日本産婦人科学会によると、
出産後の１０人に１人が産後うつ病になるとされています。

☑ チームメンバーの家族の心身の健康まで関心をもっていますか？

☑ 言わないから・・・というリスクに気がついていますか？

☑ 何があればこの問題を防ぐことができたでしょうか？
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企業事例02

個々のモチベーションに頼るだけでなく、仕組みをつくる。

厚生労働省 イクメンアワード2020 より抜粋

企業好事例は本当にたくさんありますが・・・

厚生労働省イクメンプロジェクトHP



『できない』 から 『できる』 へ ！


